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出典：裁判所ホームページ（https://www.courts.go.jp）の裁判例情報をもとに作成 

事件番号 平成 21(受)729  原審裁判所名 東京高等裁判所 

事件名 建物収去土地明渡等請求事件 原審事件番号 平成 20(ネ)3559 

裁判年月日 平成 23 年 1 月 21 日 原審裁判年月日 平成 21 年 1 月 15 日 

法廷名 最高裁判所第二小法廷   

裁判種別 判決   

結果 棄却   

判例集等 集民 第 236 号 27 頁   

 

判示事項 抵当権設定登記後に賃借権の時効取得に必要な期間不動産を用益した者が賃借

権の時効取得を当該不動産の競売又は公売による買受人に対抗することの可否  

裁判要旨 不動産につき賃借権を有する者がその対抗要件を具備しない間に，当該不動産

に抵当権が設定されてその旨の登記がされた場合，上記の者は，上記登記後，

賃借権の時効取得に必要とされる期間，当該不動産を継続的に用益したとして

も，競売又は公売により当該不動産を買い受けた者に対し，賃借権を時効によ

り取得したと主張して，これを対抗することはできない。 

 

全 文 

主    文 

本件上告を棄却する。 

上告費用は上告人らの負担とする。 

理    由 

上告代理人梓澤和幸ほかの上告受理申立て理由（ただし，排除されたものを除く。）につい

て 

１ 本件は，公売により第１審判決別紙物件目録記載１の土地（以下「本件土地」という。）

を取得した被上告人が，本件土地の所有権に基づき，① 本件土地上に同目録記載２及び３の

建物（以下「本件建物」という。）を所有して本件土地を占有する上告人Ｙ１に対し，本件建

物を収去して本件土地を明け渡すことなどを求めるとともに，② 上告人Ｙ１からそれぞれ本

件建物の一部を賃借して占有しているその余の上告人らに対し，本件建物の各占有部分から

退去して本件土地を明け渡すことを求める事案である。上告人Ｙ１は，本件土地を前所有者か

ら賃借していたが，上記公売により消滅した抵当権の設定登記に先立って賃借権の対抗要件

を具備していない。 

２ 所論は，最高裁昭和３４年（オ）第７７９号同３６年７月２０日第一小法廷判決・民集

１５巻７号１９０３頁を引用するなどして，上告人Ｙ１は，上記抵当権の設定登記後，賃借権

の時効取得に必要とされる期間，本件土地を継続的に用益するなどしてこれを時効により取

得しており，同登記に先立って賃借権の対抗要件を具備していなくても，この賃借権をもって

被上告人に対して対抗することができると主張する。 

３ 抵当権の目的不動産につき賃借権を有する者は，当該抵当権の設定登記に先立って対抗

要件を具備しなければ，当該抵当権を消滅させる競売や公売により目的不動産を買い受けた

者に対し，賃借権を対抗することができないのが原則である。このことは，抵当権の設定登記

後にその目的不動産について賃借権を時効により取得した者があったとしても，異なるとこ

ろはないというべきである。したがって，不動産につき賃借権を有する者がその対抗要件を具
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備しない間に，当該不動産に抵当権が設定されてその旨の登記がされた場合，上記の者は，上

記登記後，賃借権の時効取得に必要とされる期間，当該不動産を継続的に用益したとしても，

競売又は公売により当該不動産を買い受けた者に対し，賃借権を時効により取得したと主張

して，これを対抗することはできないことは明らかである。 

これと同旨の原審の判断は，正当として是認することができる。所論引用の上記判例は，不

動産の取得の登記をした者と上記登記後に当該不動産を時効取得に要する期間占有を継続し

た者との間における相容れない権利の得喪にかかわるものであり，そのような関係にない抵

当権者と賃借権者との間の関係に係る本件とは事案を異にする。また，所論引用に係るその余

の判例も，本件に適切でない。論旨は採用することができない。 

よって，裁判官全員一致の意見で，主文のとおり判決する。 

(裁判長裁判官 千葉勝美 裁判官 古田佑紀 裁判官 竹内行夫 裁判官 須藤正彦) 

 

 

※参考：判例タイムズ 1342 号 96 頁、判例時報 2105 号 9 頁、金融法務事情 1927 号 140 頁、

金融商事判例 1365 号 18 頁、ジュリスト 1440 号 70 頁 


